
 
地震火災や風水害の備えなど地域特性に応じた防災活動について、アドバイザーを派遣して支援する研修です。 
是非お申込みください。 
 
１ 実施方法 
（１）対象・・・・・・・・・・・自治会・町内会等 
（２）日数・・・・・・・・・・・１地域につき、１日１～３時間程度  
（３）日時・・・・・・・・・・・日程については地域の方と調整させていただきます。 
（４）場所・・・・・・・・・・・原則、アドバイザーが地域に伺いますが、研修場所の確保をお願いします。 

                
２ 研修内容について 

以下の①～⑥の中から最大３つまで選択していただき、希望されたプログラムを基に研修内容を調整いたします。 
研修プログラム 所要時間 

① 地域における被害想定 / 基本的な災害への備え（自助・共助の取組）  60 分 
② 風水害への備え（マイ・タイムラインの作成支援等） 30 分～60 分 
③ 地震火災への備え（地震火災の危険性、感震ブレーカー設置助成 等） 30 分～60 分 
④ マンション防災 30 分～60 分 
⑤ 市民防災センター体験ツアー  60 分 
⑥ グループワーク（災害時のケーススタディー、地域の危険性の把握 等） 60 分～90 分 
 

３ 申し込み要件 
●複数(５人以上)の研修参加者を確保することができる 
●研修実施場所を確保することができる 
※市民防災センター体験ツアーを希望する場合、実施場所は横浜市民防災センターとなります。 
 
４ 申し込み・お問い合わせ 

別紙申請書に必要事項のご記入のうえ、郵送、ＦＡＸまたは電子メールにて 6 月 10 日（木）まで（必着）に

以下の宛先へお申し込みください。 

 

 

 

 

５ 研修受講の決定 
研修受講決定の通知を、申請者あてにお伝えします。また、研修内容について申請者宛に調整させていただく

ことがありますのでご了承ください。 

 ※希望する地域が、多数の場合、来年度以降に派遣をお願いすることがあります。 

 ※気象警報の発令等により、再度、研修の日程調整をすることがあります。 

 

６ 新型コロナウイルス感染症への対策について  ※詳細なコロナ対策は別添のとおり 
 研修の実施にあたっては、研修施設の消毒、換気、受講者の間隔の確保をお願いします。 

 また、受講者につきましては、マスクの着用、受付での消毒、検温にご協力をお願いします。 

  なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況によっては実施日を再調整させていただくことがあります。 

 

【宛先】総務局地域防災課 

郵送：〒231-0005 横浜市中区本町６丁目 50 番地の 10 10 階 

ＦＡＸ：０４５-６４１-１６７７ ＴＥＬ：０４５-６７１-３４５６ 

メール：so-chiikibousai@city.yokohama.jp 

令和３年 防災・減災推進研修＜支援編＞のご案内 
 





  年  月  日 

総務局地域防災課 行 
                                

 自治会・町内会等団体名                    

申請者名                       

                            住   所                      

電    話                        

 

防 災 ・ 減 災 推 進 研 修 ＜ 支 援 編 ＞ 申 請 書 

 
   令和３年の防災・減災推進研修＜支援編＞について申請します。 
 

地域の状況 

【住居形態】 □戸建て □共同住宅 □混在 

【防災活動状況】  

□防災活動を実施している ※以下に活動の内容を記載してください 

(                                ) 

 □実施していない 

【防災組織体制】□構築されている □構築されていない 

研修プログラム 希望するものにチェックしてください。(３つまで選択可) 

プログラム 所要時間 ✔ 

① 地域における被害想定 / 基本的な災害への備え（自助・共助の取組） 60分 □ 

② 風水害への備え（マイ・タイムラインの作成支援等） 30分～60分 □ 

③ 地震火災への備え（地震火災の危険性、感震ブレーカ設置助成 等） 30分～60分 □ 

④ マンション防災 30分～60分 □ 

⑤ 市民防災センター体験ツアー  60分 □ 

⑥ グループワーク（災害時のケーススタディー、地域の防災マップ作成 等） 60分～90分 □ 

希望日 

第１希望（     ）第２希望（     ）第３希望（      ） 

派遣期間は、令和３年７月１日～令和４年３月31日です。 

※新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ、派遣日を調整させていただきます。 

希望時間 □１時間 □２時間 □３時間 

実施場所 （            ） ※実施場所の確保をお願いします。 

参加者数（      ）人 ※原則５名以上の参加をお願いします。 

自由記入欄（地域で困っていることなど、自由にご記入下さい。） 

 

 

 

研修の申込みにあたり収集する氏名、電話番号、住所の個人情報は「横浜市個人情報の保

護に関する条例」の規定に従い、適正に管理し、研修内容の調整、決定通知の送付、研修

の中止等、事務局から連絡の必要が生じた場合にのみ利用します。 

 
問い合わせ先 総務局地域防災課（時枝、橋本） 

電話:045-671-3456 FAX:045-641-1677 

別紙 





研修開催時の新型コロナウイルス感染症への対策について 

 

研修の開催にあたり、感染対策を行ったうえで実施をお願いいたします。ご

理解とご協力のほど、よろしくお願いします。 

 

１ 申請者（受講者）へのお願い 

 ・会場には手指消毒液と体温計の用意をお願いします。 

  ※研修者が用意することもできます。 

・研修開始前に会場の机、ドアノブ等の消毒をお願いします。 

・受付の際には、検温、手指の消毒をお願いします。 

・研修会場の席の間隔、受講者同士、講師と受講者との間隔を確保してくだ

さい。 

・体調不良（発熱、咳等の風邪症状）の方は受講をお控えください。 

・研修施設内ではマスクの着用をお願いします。 

・会場内における身体的距離の確保にご協力ください。 

・受講中に体調不良になった場合、速やかにお申し出ください。 

・休憩中等の会話は控えめにしてください。 

 

２ その他 

・職員及び講師は、検温等健康管理に努め、手洗いをします。 

・職員及び講師は、マスクを着用します。 

・感染の状況によって、開催方法の変更または中止の場合があります。 

  

 

 

 

 

問い合わせ先：横浜市総務局危機管理室地域防災課 

担当：時枝、橋本 

TEL:045-671-3456 FAX:045-641-1677 

  

別添 
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